
（様式キ）

所属名：　水道局

番号 頁 施設名称 所在地
開設
年度

財産
区分

用途、目的

1 2  水道局庁舎(ATC) 住之江区南港北2丁目1番10号 Ｈ２３ 賃借 事務所用

3 営業所（総括）

2 4 豊里営業所 東淀川区豊里2丁目25番12号 Ｓ５１ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び
認定、料金の徴収等

3 5 野田営業所 福島区海老江5丁目3番6号Ｓ４７ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び
認定、料金の徴収等

4 6 大宮営業所 旭区森小路1丁目10番5号 Ｓ３２ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び
認定、料金の徴収等

5 7 今里営業所 東成区大今里西1丁目22番13号 Ｓ２７ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び
認定、料金の徴収等

6 8 上本町営業所 中央区上本町西5丁目1番12号 Ｓ３１ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び
認定、料金の徴収等

7 9 境川営業所 西区九条南1丁目4番18号 Ｈ１３ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び
認定、料金の徴収等

8 10 粉浜営業所 住之江区粉浜1丁目15番16号 Ｓ４５ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び
認定、料金の徴収等

9 11 田辺営業所 東住吉区南田辺3丁目2番1号 Ｓ３２ 行政
水道使用の業務、計量、計算及び
認定、料金の徴収等

12 上水用浄水場（総括）

10 13 柴島浄水場 東淀川区柴島1丁目3番14号 Ｓ３５ 行政 水道の取水、浄水及び送水等

11 14 庭窪浄水場 守口市淀江町11番31号 Ｈ６ 行政 水道の取水、浄水及び送水等

12 15 豊野浄水場 寝屋川市太秦高塚町1番1号 Ｓ４２ 行政 水道の取水、浄水及び送水等

16 水道工事センター（総括）

13 17 東部水道工事センター 都島区都島本通4丁目12番4号 Ｓ４７ 行政
水道及び工業用水道の導水、送水
及び配水管設備の維持管理

14 18 西部水道工事センター 西区南堀江4丁目12番26号Ｓ５０ 行政
水道及び工業用水道の導水、送水
及び配水管設備の維持管理

15 19 南部水道工事センター 東住吉区北田辺4丁目16番3号 Ｓ５０ 行政
水道及び工業用水道の導水、送水
及び配水管設備の維持管理

16 20 北部水道工事センター 淀川区新高1丁目15番1号 Ｓ５３ 行政
水道及び工業用水道の導水、送水
及び配水管設備の維持管理

17 21 水質試験所 東淀川区柴島1丁目3番14号 Ｓ５０ 行政
水源及び原水、ろ水、浄水等の水
質試験等

18 22 体験型研修センター 東淀川区柴島3丁目11番94号 Ｓ２６ 行政 局職員の技術研修施設

19 23 水道記念館 東淀川区柴島1丁目3番1号Ｈ７ 行政
水道及び水に関する資料の収集、
展示

24 工水用浄水場（総括）

20 25 東淀川浄水場 東淀川区柴島1丁目3番14号 Ｓ３８ 行政
工業用水道の取水、浄水及び送水
等

21 26 城東浄水場 鶴見区横堤4丁目29番60号Ｓ４０ 行政
工業用水道の取水、浄水及び送水
等

資金使途調査票（施設運営費・建物施設）掲載施設一覧



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

406,417

407,857

0

0

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

５４００

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

407,857

6,611.86 6,611.86 100.0%

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

6,611.86 6,611.86 100.0%

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

024決算 7,994 399,863 407,857 407,857

0

起債
（特別債）

その他
24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
水道局庁舎（ＡＴＣ）

人件費 物件費 計

無

水道局 総務部　総務課

406,41725決算 7,799 398,618 406,417

25年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

０６－ ６６１６

406,417

給水収益等

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

143,710

157,824

0

0

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　４３１．３件／日　　　　　２４年　２８７．５件／日        ２５年　　２７４．９件／日

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

157,824

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

024決算 63,952 93,872 157,824 157,824

0

起債
（特別債）

その他
24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
営業所総括

人件費 物件費 計

無

局 課（担当）

143,71025決算 62,392 81,318 143,710

25年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

０６－

143,710

給水収益等

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ４８７６

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　７７．２件／日　　　　　２４年　５６．８件／日　　　　　２５年　５７．７件／日

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支

23,081

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

21,653 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
豊里営業所

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 13,854 21,653 21,653 0

24決算 7,994 15,087 23,081 23,081 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

21,653 0

無

023,081

水道局 総務部　豊里営業所

０６－ ６３２９

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ６７２６

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　１．４件／日　　　　　２４年　１．３件／日　　　　　２５年　３．３件／日

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支

16,778

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

17,128 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
野田営業所

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 9,329 17,128 17,128 0

24決算 7,994 8,784 16,778 16,778 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

17,128 0

無

016,778

水道局 総務部　野田営業所

０６－ ６４５８

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ７９２７

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　４２．８件／日　　　　　２４年　２６．５件／日　　　　　２５年　２１．４件／日

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支

19,002

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

16,442 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
大宮営業所

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 8,643 16,442 16,442 0

24決算 7,994 11,008 19,002 19,002 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

16,442 0

無

019,002

水道局 総務部　大宮営業所

０６－ ６９５４

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － １５２８

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　６４．２件／日　　　　　２４年　９．１件／日　　　　　２５年　５．０件／日

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支

16,780

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

16,762 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
今里営業所

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 8,963 16,762 16,762 0

24決算 7,994 8,786 16,780 16,780 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

16,762 0

無

016,780

水道局 総務部　今里営業所

０６－ ６９７２

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ９５１６

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　２８．８件／日　　　　　２４年　１８．８件／日　　　　　２５年　２９．２件／日

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支

17,089

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

17,060 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
上本町営業所

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 9,261 17,060 17,060 0

24決算 7,994 9,095 17,089 17,089 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

17,060 0

無

017,089

水道局 総務部　上本営業所

０６－ ６７６２

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ９９９１

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　４９．２件／日　　　　　２４年　４７．３件／日　　　　　２５年　４１．５件／日

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支

18,523

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

24,157 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
境川営業所

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 16,358 24,157 24,157 0

24決算 7,994 10,529 18,523 18,523 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

24,157 0

無

018,523

水道局 総務部　境川営業所

０６－ ６５８１

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ２９９０

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　８６．１件／日　　　　　２４年　７４．４件／日　　　　　２５年　５９．６件／日

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支

29,566

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

15,030 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
粉浜営業所

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 7,231 15,030 15,030 0

24決算 7,994 21,572 29,566 29,566 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

15,030 0

無

029,566

水道局 総務部　粉浜営業所

０６－ ６６７８

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ８２４７

　営業所は、水道の使用開始中止の届出や料金のお支払い等、お客さまが必要に応じてご利用いただく場所であり、稼働率の
算出は困難であるため、利用状況を表す指標としては、１営業日あたりの延べ窓口受付件数とする。

　受付件数／営業日　　　　　２３年　８１．６件／日　　　　　２４年　５３．３件／日　　　　　２５年　５７．２件／日

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支

17,005

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

15,478 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
田辺営業所

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 7,679 15,478 15,478 0

24決算 7,994 9,011 17,005 17,005 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

15,478 0

無

017,005

水道局 総務部　田辺営業所

０６－ ６６９２

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　(株)大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

局 課（担当）

０６－

有

一般競争入札

平成２５年度 207,183,500 135,883,300 94,086,820 437,153,620

平成２３年度 184,471,700 158,116,800 100,315,200 442,903,700

平成２４年度 179,625,300 164,411,200 94,587,000 438,623,500

　大阪市水道局には３ヵ所の浄水場があります。柴島浄水場（東淀川区）、庭窪浄水場（守口市）、豊野浄水場（寝屋川市）の３場
です。これらの浄水場では臭いのない、より安全な水道水を送るため「高度浄水処理」という方法で水道水をつくっています。今、
私たちが飲んでる水道水は高度浄水処理でつくられた、より安全でおいしい水です。また、浄水場は２４時間稼動しているため年
間給水量をもって稼働率に代わる指標とします。

年間給水量（㎥）

柴島浄水場 庭窪浄水場 豊野浄水場 合計

07,996,821

8,315,650 0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

07,996,821 0 0

0

24決算 2,302,272 5,694,549 7,996,821 7,996,821

8,315,650 0 0

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 2,129,127 6,186,523 8,315,650 8,315,650

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
浄水場総括

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の

規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：(株)大阪水道総合サービス　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ２３７３０６－ ６８１５

一般競争入札

水道局 工務部　柴島浄水場

有

04,197,905

4,461,823 0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

04,197,905 0 0

0

24決算 1,103,172 3,094,733 4,197,905 4,197,905

4,461,823 0 0

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 1,052,865 3,408,958 4,461,823 4,461,823

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
柴島浄水場

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

　大阪市水道局には３ヵ所の浄水場があります。柴島浄水場（東淀川区）、庭窪浄水場（守口市）、豊野浄水場（寝屋川市）の３場
です。これらの浄水場では臭いのない、より安全な水道水を送るため「高度浄水処理」という方法で水道水をつくっています。今、
私たちが飲んでる水道水は高度浄水処理でつくられた、より安全でおいしい水です。また、浄水場は２４時間稼動しているため年
間給水量をもって稼働率に代わる指標とします。

年間給水量（㎥）

柴島浄水場 庭窪浄水場 豊野浄水場 合計

平成２３年度 184,471,700 158,116,800 100,315,200 442,903,700

平成２４年度 179,625,300 164,411,200 94,587,000 438,623,500

平成２５年度 207,183,500 135,883,300 94,086,820 437,153,620

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の

規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：(株)大阪総合水道サービス　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
庭窪浄水場

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 600,523 1,553,744 2,154,267 2,154,267 2,154,267 0 0 0

24決算 679,490 1,472,786 2,152,276 2,152,276 2,152,276 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

2,154,267 0

2,152,276 0

　大阪市水道局には３ヵ所の浄水場があります。柴島浄水場（東淀川区）、庭窪浄水場（守口市）、豊野浄水場（寝屋川市）の３場
です。これらの浄水場では臭いのない、より安全な水道水を送るため「高度浄水処理」という方法で水道水をつくっています。今、
私たちが飲んでる水道水は高度浄水処理でつくられた、より安全でおいしい水です。また、浄水場は２４時間稼動しているため年
間給水量をもって稼働率に代わる指標とします。

年間給水量（㎥）

柴島浄水場 庭窪浄水場 豊野浄水場 合計

平成２３年度 184,471,700 158,116,800 100,315,200 442,903,700

平成２４年度 179,625,300 164,411,200 94,587,000 438,623,500

平成２５年度 207,183,500 135,883,300 94,086,820 437,153,620

有

一般競争入札

水道局 工務部　庭窪浄水場

０６－ ６９０８ ０５７１

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の

規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：(株)大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
豊野浄水場

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 475,739 1,223,821 1,699,560 1,699,560 1,699,560 0 0 0

24決算 519,610 1,127,030 1,646,640 1,646,640 1,646,640 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

1,699,560 0

1,646,640 0

　大阪市水道局には３ヵ所の浄水場があります。柴島浄水場（東淀川区）、庭窪浄水場（守口市）、豊野浄水場（寝屋川市）の３場
です。これらの浄水場では臭いのない、より安全な水道水を送るため「高度浄水処理」という方法で水道水をつくっています。今、
私たちが飲んでる水道水は高度浄水処理でつくられた、より安全でおいしい水です。また、浄水場は２４時間稼動しているため年
間給水量をもって稼働率に代わる指標とします。

年間給水量（㎥）

柴島浄水場 庭窪浄水場 豊野浄水場 合計

平成２３年度 184,471,700 158,116,800 100,315,200 442,903,700

平成２４年度 179,625,300 164,411,200 94,587,000 438,623,500

平成２５年度 207,183,500 135,883,300 94,086,820 437,153,620

有

一般競争入札

水道局 工務部　豊野浄水場

０７２－ ８２３ ２３２１

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の

規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

　水道工事センター（分室含む）は市内一円及び市外の管路用地に埋設している導・送・配水管及び市内一円の給水装置を対象に、平日・
休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目的としている事業所で
ある。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、各種作業規模により、その都度、作業人員を決定しているために稼働率の算
出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
　22決算４，４１３件　23決算４，９１２件　24決算５,３５２件、25決算５，３４４件

０６－

局 課（担当）

無

078,942

85,298 0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

078,942 0 0

0

24決算 31,976 46,966 78,942 78,942

85,298 0 0

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 31,196 54,102 85,298 85,298

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
水道工事センター総括

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

　東部水道工事センター（分室含む）は都島区・旭区・中央区・城東区･鶴見区・浪速区・天王寺区の７区及び市外の管路用地に埋設している
導・送・配水管及び前記している市内７区の給水装置を対象に、平日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水
修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目的としている事業所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、その都度、各
種作業規模により作業人員を決定しているために稼働率の算出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
　22決算１，２４５件　23決算１，６１０件 　24決算１,６２７件、25決算１，５５４件

水道局

０６－ ６９２７ ８７７１

工務部　東部水道工事センター

無

020,691

24,281 0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

020,691 0 0

0

24決算 7,994 12,697 20,691 20,691

本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 16,482 24,281 24,281

25年度 本市直営

（水道事業会計）
東部水道工事センター

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

24,281 0 0

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の

規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

　西部水道工事センター（分室含む）は西区・港区・大正区・西成区・住之江区の５区に埋設している導・送・配水管及び給水装置を対象
に、平日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目的としている
事業所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、各種作業規模により作業人員を決定しているために稼働率の算出は
困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
　22決算９８８件　23決算１，１１０件　24決算１,１３０件、25決算１，１８９件

０６－ ６５３１

水道局 工務部　西部水道工事センター

無

018,894

19,952 0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

018,894 0 0

0

24決算 7,994 10,900 18,894 18,894

本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 12,153 19,952 19,952

25年度 本市直営

（水道事業会計）
西部水道工事センター

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

９２１１

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

19,952 0 0

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

　南部水道工事センター（分室含む）は東成区・生野区・阿倍野区・東住吉区・平野区の５区に埋設している導・送・配水管及び給水装置を
対象に、平日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目的とし
ている事業所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、各種作業規模により作業人員を決定しているために稼働率の
算出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
　22決算１，０９０件　23決算１，００２件　24決算１，３１８件、25決算１，２５８件

０６－ ６７１９

水道局 工務部　南部水道工事センター

無

019,673

19,719 0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

019,673 0 0

0

24決算 7,994 11,679 19,673 19,673

本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 7,799 11,920 19,719 19,719

25年度 本市直営

（水道事業会計）
南部水道工事センター

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

７８５０

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

19,719 0 0

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

25年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

０６－ ６３９１

21,346

給水収益等

無

水道局

21,34625決算 7,799 13,547 21,346

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
北部水道工事センター

人件費 物件費 計

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

024決算 7,994 11,690 19,684 19,684

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

19,684

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

　北部水道工事センター（分室含む）は東淀川区・淀川区・西淀川区・北区・福島区・此花区の６区に埋設している導・送・配水管及び給水
装置を対象に、平日・休日・夜間に係わらず、請負工事監督・補導等の工事部門並びに漏水修繕･補修・立会等の維持管理部門を業務目
的としている事業所である。　これらの業務に係わる作業種別は多種多様であり、各種作業規模により作業人員を決定しているために稼
働率の算出は困難である。
　なお、立会業務に関連して、道路管理者や各埋設企業体からの施工通知受付をおこなっており、この受付件数は次のとおりである。
　22決算１，０９０件　23決算１，１９０件　24決算１,２７７件、25決算１，３４３件

工務部　北部水道工事センター

６３０１

21,346

19,684

0

0

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：㈱大阪水道総合サービス　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

25年度 本市直営一般会計繰入金の特定財源

再差引市費起債
（一般債）

０６－ ６８１５

467,315

給水収益等

467,31525決算 319,759 147,556 467,315

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出

（水道事業会計）
水質試験所

人件費 物件費 計

市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

収　　　入

企業債
一般会計
繰入金

計
差引収支

0

起債
（特別債）

その他
24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

024決算 303,772 198,054 501,826 501,826

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

0

0

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

467,315

501,826

0

0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

501,826

工務部　水質試験所

　水質試験所は水道法施行規則第15条に基づく水質検査や検査請求に基づく水質検査（水道法第18条）等の法定検査、水道
水源に関する水質試験、浄水処理工程の処理性評価のための水質試験、浄水処理や給・配水系統の維持管理上必要な水質
試験等の各種水質試験、さらに工業用水道事業法に基づく工業用水の水質試験を実施している事業所である。検査等の箇所
数、頻度、項目等については以下のとおりであるが、業務は非常に広範囲にわたり、密度の高い試験業務を全日実施してお
り、稼働率の算出は困難である。

水質試験所業務内容
　水源各河川並びに事業所排水について30か所で月1回水質試験、各浄水場の処理過程の5か所で1日1回の水質試験、市内
に定められた21か所で月1回の水質試験、市内に定められた38か所で1日1回の水質監視、各浄水場で月1回生物試験。
　給水栓水に関して請求された水質試験、漏水に関する水質試験、工業用水道に関する水質試験、水道用薬品類の品質試
験、粒状活性炭品質試験、受託試験　他。

２３６５

一般競争入札

有

水道局

0

0

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　(株)大阪水道総合サービス

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） － ５４２５

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

13,429 0 0

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
体験型研修センター

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 13,429 13,429 13,429 0

24決算 11,218 11,218 11,218 11,218 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

239 172 72.0% 13,429 0 5,678 2,365円 0円

0円245 144 58.8%

2,401円

有

0 3,916 2,865円 1,367円11,218

一般競争入札

水道局 総務部　職員課

０６－ ６６１６

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

平成２４年４月１日から一時休館しており、当該年度利用者数が計上できないため。

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（水道事業会計）
水道記念館

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 10,526 10,526 10,526 10,526 0 0 0

24決算 15,076 15,076 15,076 15,076 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

10,526 0

無

015,076

水道局 総務部　総務課

０６－ ６６１６ ５４００

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等
に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の
規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：(株)大阪水道総合サービス　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

平成２５年度 26,325,590 26,325,590

平成２３年度 24,627,290 1,228,780 25,856,070

平成２４年度 24,672,150 24,672,150

 大阪市水道局には東淀川浄水場（東淀川区）、城東浄水場（鶴見区）の２つの工業用水道の浄水場がある。これらの浄水場では
豊富で上質な工業用水道を安価に安定的に供給しており、本市の産業活動を支える重要な役割を担っている。また、浄水場は２４
時間稼動しているため、年間給水量をもって稼働率に代わる指標とする。（なお、城東浄水場は合理化のため平成23年８月15日
以降休止着工し、平成25年2月12日東淀川浄水場の配水場的運用で再稼働した。城東浄水場の休止期間中、給水区域のうち、
南部は巽配水場からの上水による応援給水で対応し、北部は東淀川浄水場から給水して対応した。）

年間給水量（㎥）

東淀川浄水場 城東浄水場 合計

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（工業用水道事業会計）
浄水場総括

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 117,827 315,923 433,750 433,750 433,750 0 0 0

24決算 128,160 263,010 391,170 391,170 391,170 0 0 0

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

433,750 0

有

0391,170

一般競争入札

局 課（担当）

０６－

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の

規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：(株)大阪水道総合サービス　　　　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（工業用水道事業会計）
東淀川浄水場

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 62,379 284,297 346,676 346,676 346,676 0 0 0

24決算 71,200 244,764 315,964 315,964 315,964 0 0 0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

315,964

346,676

 大阪市水道局には東淀川浄水場（東淀川区）、城東浄水場（鶴見区）の２つの工業用水道の浄水場がある。これらの浄水場では
豊富で上質な工業用水道を安価に安定的に供給しており、本市の産業活動を支える重要な役割を担っている。また、浄水場は２４
時間稼動しているため、年間給水量をもって稼働率に代わる指標とする。（なお、城東浄水場は合理化のため平成23年８月15日
以降休止着工し、平成25年2月12日東淀川浄水場の配水場的運用で再稼働した。城東浄水場の休止期間中、給水区域のうち、
南部は巽配水場からの上水による応援給水で対応し、北部は東淀川浄水場から給水して対応した。）

年間給水量（㎥）

東淀川浄水場 城東浄水場 合計

0

平成２３年度 24,627,290 1,228,780 25,856,070

平成２４年度 24,672,150 24,672,150

平成２５年度 26,325,590 26,325,590

有

一般競争入札

水道局 工務部　柴島浄水場

０６－ ６８１５ ２３７３

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の

規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。



（様式ウ　建物施設・公営、準公営会計）

平成25年度　建物施設等運営費調査票

１　総　括　表　（　財　源　表　）

（単位：千円） ○運営形態

利用料金制

使用料制

下段　２ イ） Ｅへ 下段　２ イ） Ｆへ 利用料非設定 ○

※該当するものに「○」を記入

２　施 設 の 稼 働 状 況 ・ 指 標 （単位：千円）

ア)稼働率１（　　　　　　　　　） →稼働率の算出が困難な場合は下記の３へ 稼働率２（　　　　　　　　　　） イ）利用者１人あたり市費・歳出

25決算 25決算 25決算

24決算 24決算 24決算

３　施設の利用状況等（上記2において稼働率の算出が困難な理由及び稼働率に代わる内容を記入）

４　「外郭団体等」に対する委託の状況　

ア）「外郭団体等」に対する委託料　

団体名：(株)大阪水道総合サービス　　　　　　　　　　　　　

 イ）「外郭団体等」に対する委託の契約方法　

５　所管（問い合わせ先）

　
（電話番号） －

（会計名）
施　設　名　称

支　　　出 収　　　入

差引収支
市　　費
（一般会計
繰入金・再掲）

一般会計繰入金の特定財源

計
起債

（一般債）
起債

（特別債）
その他

再差引市費

25年度 本市直営

（工業用水道事業会計）
城東浄水場

人件費 物件費 計 給水収益等 企業債
一般会計
繰入金

24年度 本市直営

※右から選択
 （複数選択可）

・本市直営
・外郭団体等運営
・純民間運営

25決算 55,448 31,626 87,074 87,074 87,074 0 0 0

24決算 56,960 18,246 75,206 75,206 75,206 0 0 0

稼働率
Ｄ/Ｃ (%)

歳出
Ｅ

延利用可能（室）数
（年間）Ａ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｂ

稼働率
Ｂ/Ａ (%)

延利用可能（室）数
（年間）Ｃ

延利用可能（室）数
（年間実績）Ｄ

0

差引市費
Ｆ

延利用人員
Ｇ

１人あたり歳出
Ｅ/Ｇ（円）

１人あたり市費
Ｆ/Ｇ（円）

75,206

87,074

 大阪市水道局には東淀川浄水場（東淀川区）、城東浄水場（鶴見区）の２つの工業用水道の浄水場がある。これらの浄水場では
豊富で上質な工業用水道を安価に安定的に供給しており、本市の産業活動を支える重要な役割を担っている。また、浄水場は２４
時間稼動しているため、年間給水量をもって稼働率に代わる指標とする。（なお、城東浄水場は合理化のため平成23年８月15日
以降休止着工し、平成25年2月12日東淀川浄水場の配水場的運用で再稼働した。城東浄水場の休止期間中、給水区域のうち、
南部は巽配水場からの上水による応援給水で対応し、北部は東淀川浄水場から給水して対応した。）

年間給水量（㎥）

東淀川浄水場 城東浄水場 合計

0

平成２３年度 24,627,290 1,228,780 25,856,070

平成２４年度 24,672,150 24,672,150

平成２５年度 26,325,590 26,325,590

有

一般競争入札

水道局 工務部　柴島浄水場

０６－ ６８１５ ２３７３

（注）

○「歳出」のうち人件費は直接人件費で、法定福利費など付帯人件費も含む。

○公債費は含まない。

○「外郭団体等」とは、「大阪市の外郭団体等一覧」又は「公益的法人等への職員の派遣等

に関する条例施行規則別表1～4」のいずれかに該当するものをいう。

○一般競争入札：不特定多数人の参加を求め、そのうち、地方公共団体に最も有利な価格で
申込みをしたものを契約の相手方とする契約方法。

○指名競争入札：地方公共団体が資力、信用その他について適当であると認める特定多数の
競争加入者を選んで入札の方法によって競争させ、その中から相手方を決
定し、そのものと契約する方法。

○比較随意契約：見積もりに必要な事項を示し２名以上のものから見積書を徴する契約方法。

例えば、売買、賃借、請負その他の契約でその予定価格が地方公共団体の

規則で定める額を超えない場合などに行われる。

○特名随意契約：比較随意契約にもより難い場合の契約方法。契約の性質や、契約の目的上
入札に適しない場合などに行われる。


